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   ○野洲市学習・生活支援事業実施要綱 

平成 27 年４月１日 

告示第 84号 

改正 平成 28年３月 31日告示第 66 号 

改正 平成 28年９月 23日告示第 178 号 

改正 平成 31年４月１日告示第 31号 

 （目的） 

第１条 この告示は、生活困窮世帯で育つ子どもの貧困が世代を超えて連鎖することがないよう、

当該子どもの学習の援助、当該子ども及び当該子どもの保護者等に対する学習環境、生活習慣

及び育成環境の改善に関する相談その他必要な施策を講ずることにより、生活環境の整備と教

育の機会の均等を図り、もって全ての子どもが夢と希望を持って成長していける社会を実現す

るために実施する野洲市生活困窮者等支援事業実施規則（平成 27 年野洲市規則第 31 号。以下

「規則」という。）第３条第３号の子どもの学習・生活支援事業（以下「学習・生活支援事業」

という。）に関し、生活困窮者自立支援法（平成 25年法律第 105 号。以下「法」という。）に規

定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （対象者） 

第２条 学習・生活支援事業の利用の対象となる者（以下「対象者」という。）は、市内に居住す

る子どもであって、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 中学校に在学する者で次のアからウまでのいずれかに該当するもの 

  ア 児童扶養手当法（昭和 36 年法律第 238 号）第４条第１項の児童扶養手当を受給している

世帯に属する者 

  イ 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 11 条各号に規定するいずれかの保護を受給し

ている世帯に属する者 

  ウ その他市長が必要と認める者 

 (2) 高校に在学する者で次のア又はイに該当するもの 

  ア 中学校在学中に学習・生活支援事業を利用したことがある者であって中学校を卒業した

もの 

  イ その他市長が必要と認める者 

 （事業の内容及び支援の方法） 

第３条 学習・生活支援事業の内容は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) 学習機会の提供 

 (2) 将来の職業選択において有用となる取組 

 (3) その他必要な生活支援 

２ 学習・生活支援事業による支援の方法は、対象者の状況に合わせて決定するものとする。 

 （利用の申込み） 

第４条 学習・生活支援事業を利用しようとする対象者は、野洲市学習・生活支援事業利用申込

書（別記様式）を市長に提出しなければならない。 

 （費用） 

第５条 学習・生活支援事業の費用は、無料とする。 
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 （支援の連携） 

第６条 学習・生活支援事業は、規則第３条第１項第１号の規定により実施する生活困窮者等自

立相談支援事業と連携して行うものとする。 

 （運営協議会） 

第７条 学習・生活支援事業の実施に際しては、包括的な支援体制を構築し、幅広く関係部局と

連携するため、野洲市学習・生活支援事業運営協議会（以下「運営協議会」という。）を開催す

るものとする。 

 （運営協議会の組織） 

第８条 運営協議会は、総括者及び別表に掲げる機関又は団体に属する者（以下「構成員」とい

う。）をもって構成する。 

２ 総括者は、市民部市民生活相談課長をもって充てる。 

３ 総括者に事故があるとき又は総括者が欠けたときは、総括者があらかじめ指定する構成員が

その職務を代理する。 

 （会議） 

第９条 運営協議会の会議（以下「会議」という。）は、総括者が招集する。 

２ 総括者は、必要があると認めるときは、会議の構成員を選定することができる。 

３ 総括者は、必要があると認めるときは、構成員以外の者に対し、会議に出席を求め、意見を

聴くことができる。 

 （秘密の保持） 

第 10条 総括者、構成員及び前条第３項の規定により会議に出席した者は、会議を通じて知り得

た個人の秘密に関する事項を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

 （事務局） 

第 11条 運営協議会の事務を処理するため、市民部市民生活相談課に事務局を置く。 

 （留意事項） 

第 12条 学習・生活支援事業の実施に当たっては、次に掲げる事項に留意するものとする。 

 (1) 学習・生活支援事業の利用者の個人情報を収集、利用及び提供するときは、野洲市個人情

報保護条例（平成 16 年野洲市条例第 10 号）その他個人情報の保護に関する法令を遵守する

こと。 

 (2) 学習・生活支援事業の実施に携わる者が、業務上知り得た情報を漏らさないように対策を

講じること。 

 （その他） 

第 13条 この告示に定めるもののほか、学習・生活支援事業の実施に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

別表（第８条関係） 

 学習支援事業の受託者 

 社会福祉法人野洲市社会福祉協議会 

 総務部人権施策推進課 

 市民部市民生活相談課 

 市民部協働推進課 
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 健康福祉部社会福祉課 

 健康福祉部子育て家庭支援課 

 教育委員会事務局学校教育課 

 野洲市立中主中学校 

 野洲市立野洲中学校 

 野洲市立野洲北中学校 
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別記様式（第４条関係） 

（表） 

野洲市学習・生活支援事業利用申込書 

（ 宛 先 ） 野   洲   市   長 申 込 日 年     月     日 

住 所 

〒      - ふ り が な  

申請者氏名 

（保護者等） 
 

電 話 番 号 （      ）       - 子どもとの続柄  

野洲市子どもの学習・生活支援事業実施要綱第４条の規定により、野洲市学習・生活支援事業（以下「事業」とい

います。）の利用を申し込みます。また、野洲市が実施する事業に関し、生活上の諸課題の解決及び生活再建を図る

目的のために限り、野洲市市民生活総合支援推進委員会要綱別表の委員において、申請者及び事業を利用する者

の個人情報を収集し、保有し、利用し及び提供すること並びに外部（事業の受託者、弁護士、司法書士、社会福祉協

議会その他目的を達成するため必要となる者及び機関）に提供することに同意します。 

      年  月  日                                               署名又は記名押印 

氏名：                         ○印      

氏名：                         ○印      

 

■基本情報 

ふ り が な  

生 年 月 日 
       年    月    日 

 

（           歳） 子どもの氏名  

性 別 □男性 □女性 □（          ） 
子 ど も の 

携帯電話番号 
（      ）       - 

中 学 校 
□野洲   □野洲北   □中主 

□その他（                 ） 
学 年 

     年     組 

（担任：          先生） 

アレルギーの 

有 無 

□有（                    ） 

□無 
通 学 方 法 

□徒歩   □自転車   □送迎 

□その他（                 ） 

緊 急 

連絡先 

① 

氏 名：                                        （続柄：         ） 

携帯電話番号：（       ）        - 

勤 務 先：会社名                    電話番号（      ）       - 

② 

氏 名：                                        （続柄：         ） 

携帯電話番号：（       ）        - 

勤 務 先：会社名                    電話番号（      ）       - 

③ 

氏 名：                                        （続柄：         ） 

携帯電話番号：（       ）        - 

勤 務 先：会社名                    電話番号（      ）       - 

学 習 状 況  

利用にあたって

の希望・目標等 
 

※ 該当する□には、レ印を記入してください。  
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（裏） 

※聞き取り欄 

 

 

※処理欄 

受付番号  受 付 日 年   月   日 受 付 者  

紹介経路 □チラシ   □関係機関等から（                 ）   □その他（               ） 

確 認  

備 考  

※ 裏面の聞き取り欄及び処理欄には何も記載しないでください。
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   付 則 

 この告示は、成27年４月１日から施行する。 

   付 則（平成28年告示第66号） 

 この告示は、平成28年４月１日から施行する。 

   付 則（平成28年告示第178号） 

 この告示は、平成28年 10月１日から施行する。 

   付 則（平成31年告示第31号） 

 （施行期日） 

１ この告示は、平成31年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行前の日の前日までに、改正前の野洲市生活困窮世帯の子どもに対する学習支援

事業実施要綱の規定によりなされた申請、処分、手続その他の行為は、この告示の相当規定により

なされた申請、処分、手続その他の行為とみなす。 


